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１．�働き方改革を推進し、多様で柔軟な働き方を実現するためのアプローチ方法はさまざまである。検
討すべき事項も多岐にわたるが、その有効な手段の一つとして、DX推進が挙げられる。デジタル
活用による環境整備や業務省人化・省力化などの効率化等の推進は、働き方改革の土台になり得る。

２．�DXとは「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や
社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組
織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること」である。つまりDXの
本質は、単なる業務やサービスのデジタル化にとどまらず、その先のビジネスモデルや企業文化な
どの変革による競争力の向上で、DXの肝は、X（トランスフォーメーション＝変革）部分にある。

３．�DX推進は、①デジタイゼーション（単純な自動化）、②デジタライゼーション（高度化）、③DX
（創造・変革）に整理することができる。この 3つのステップは、①→②→③の順に進めていくこ
とが前提であり、①や②への地道な取り組みがなければ、③の実現はあり得ない。①や②のフェー
ズは、個社別の「点」としての取り組みが中心である一方、③では変革が産業や業界に広がり「面」
となり得る。社会課題の解決へつながっていくことが理想形である。

４．�DXの推進状況は、①での成果を感じている企業がある一方、②・③の推進状況は芳しくない。企
業がデジタル化を進めるための課題・障壁として、「自分事化の困難さ」「初めの一歩のハードル
の高さ」「（デジタル）人材不足」などが挙げられる。デジタル化の視点だけではなく、働き方改革
とセットで計画し、その取り組みを強化・補強しながら、複合的に推進することが打開策につな
がっていく。

５．�徳島県内の 3社の事例では、現場の声から課題を抽出・明確化し、デジタル化の技術選定・カスタ
マイズすることや、従業員を巻き込んでの組織横断的な連携の強化などの共通点がみられた。営
業力や収益力、競争力の強化につながっている。

６．�複雑で高度化した課題を解決していくためには、さまざまな視点に立ち、複合的に対応することが
必須となっている。そのため、企業だけではなく従業員にも、考える力や知識などのブラッシュ
アップが求められる。変化を許容し、成長につなげられる企業、従業員であることが望まれる。

要　旨

研究員　佐々木志保

はじめに

　働き方改革は「働く一人ひとりの個々の事情
に応じた多様で柔軟な働き方を、自ら選択でき

るようにするための改革」である。それを実現さ
せるための一環として、「長時間労働の是正」と
「非正規労働者の待遇改善」を 2本柱とする働き
方改革関連法が2019年4月より順次施行されて
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いる。また、2022 年 4 月から 3段階で施行され
る育児・介護休業法なども、働き方改革の実現
に向けて欠かせない制度である（くわしい内容
は、徳島経済 108 号「働き方を考える～働き方改
革に関する諸制度より～」参照）。
　企業は、社内規定の整備に取り組むなど、先
述の法律への対応が必須となっている。その際
に生じる相談事に対し、ワンストップで支援す
る駆け込み寺的な役割を果たしているのが、全
国 47 都道府県に設置されている「働き方改革推
進支援センター」である。徳島県内に設置され
ている同センターへも、業種や企業規模を問わ
ず、さまざまな相談が寄せられている。相談内
容の傾向としては、「法施行に伴い何をしたらい
いのか」「具体的な内容はどういうことか」など、
具体策を講ずる前知識などの基礎的なものが多
くみられる。企業規模によっては、組織構成上、
人事部や総務部などがなく、一人で何役もこな
すケースも多い。そのため、先を見据えて対応
する余裕がなく、緊急性が増してきてから初動
となる事例も珍しくないのが実情である。
　働き方改革の推進に向けて、企業によって取
り組む熱量は異なり、大きな差がある。一方で、
人手不足が深刻化する中、長時間労働の是正な
どの諸問題は、濃淡はあるにせよすべての企業
が直面する喫緊の課題である。本稿では、働き
方改革の実現に導くための手段の一つとして、
DX（デジタルトランスフォーメーション）の有
用性や一体的に取り組むメリットについて言及
するとともに、県内企業の事例を紹介し、共通
点や今後の展望について考察する。

1．働き方改革とDX

（1）働き方改革とは
　筆者は前号「徳島経済 108 号」において、働き
方改革に関連する諸制度について言及した。そ
の中で、働き方改革に求められる視点として、
『働く「時間（短時間勤務や裁量労働など）」「場
所（在宅勤務や多拠点など）」「仕事（配置転換や

キャリア開発など）」「立場（正規／非正規雇用
やフルタイム／パートタイムなど）」「所属（転職
や副業など）」の柔軟性』の必要性を示している。
企業はこの 5つの視点に立ち、社内制度の充実
や組織マインドの醸成に努めることが肝要であ
る。
　ワーク（仕事）面の支援は、残業時間の削減や
有給休暇取得の推進、再雇用制度などが該当す
る。他方、ライフ（生活）面の支援としては、育
児・介護、健康管理、能力開発の支援などがあ
る。従業員ごとに異なるワークとライフのバラ
ンスの〝最適〟を提供できるように努めることこ
そ、企業の目指すべき姿であろう。
　雇用される側の従業員は、自身における最適
なワーク・ライフ・バランスを検討し、企業へ働
きかけることも重要である。万一、働き方の最
適化を図るうえで、現在所属している企業では
障壁がある場合には、パートタイム契約への切
り替えや転職などの流動性はあってしかるべき
であろう。そのため、雇用する側の企業も、本
腰を入れて働き方改革に取り組む必要がある。
　働き方改革を推進し、多様で柔軟な働き方を
実現するためのアプローチ方法はさまざまであ
る。検討すべき事項も多岐にわたるが、その有
効な手段の一つとして、DX推進が挙げられる。
デジタル活用による環境整備や業務省人化・省
力化などの効率化等の推進は、働き方改革の土
台になり得ることを念頭に置きたい。

（2）DXとは
　経済産業省が 2018 年 9 月に公表した『DXレ
ポート～ IT システム「2025 年の崖」の克服と
DXの本格的な展開～』により、DX（デジタル
トランスフォーメーション）が注目されるきっ
かけとなった。同レポートにおいて、「複雑化・
老朽化・ブラックボックス化した既存システム
が残存した場合、2025 年までに予想される IT
人材の引退やサポート終了等によるリスクの高
まり等に伴う経済損失は、2025 年以降、最大
12兆円／年（現在の約3倍）にのぼる可能性があ
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る」ことが示されている。
　そもそもDXとは何なのか。経済産業省は同
年 12 月公表の「DX推進ガイドライン」で、DX
を以下のように定義している。

　企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、
データとデジタル技術を活用して、顧客や社会
のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモ
デルを変革するとともに、業務そのものや、組
織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争
上の優位性を確立すること

　つまりDXの本質は、単なる業務やサービス
のデジタル化にとどまらず、その先のビジネス
モデルや企業文化などの変革による競争力の向
上にある。この本質を目にすると、DXは非常
に高次元な取り組みに感じられ、経営的にも人
員的にも余裕がある一部の大企業のものに思え
てならない。全企業の大部分を占める中小・零
細企業にとっては、自分事化することが難しく、
理想論と捉えていても不思議ではない。

（3）D「X」実現に向けての3ステップ
　先にも述べたように、DXの肝は、X（トラ
ンスフォーメーション＝変革）部分にある。しか
し、デジタルを活用することで一足飛びに変革
につながるわけではなく、イメージとしてつな
がりにくい。重要な「X」部分に理解が追い付か
ず、置き去りになってはいないだろうか。また、
一般的に用いられるDXの使われ方は、人や場
面によって解釈がまちまちで、単なるデジタル

推進の域にとどまっているものもみられる。本
稿では、DX推進を 3つのステップに分け、段
階ごとに整理する（図表 1）。
　最初のステップは、「①デジタイゼーション
（既存の紙のプロセスを自動化するなど、物質
的な情報をデジタル形式に変換すること）」であ
る。具体的には、紙ベースで管理していた取引
先情報をデータベース化すること（ペーパーレ
ス化）や、会議のオンライン化などが挙げられ
る。このフェーズは、業務プロセスの効率化や
コスト削減につなげていく初期のステップであ
り、単純な自動化の段階である。
　次に、「②デジタライゼーション（組織のビジ
ネスモデル全体を一新し、クライアントやパー
トナーに対してサービスを提供するより良い方
法を構築すること）」である。①を高度化し、業
務プロセスのデジタル化による業務効率化や生
産性を向上させたり、製品・サービスをデジタ
ル化して付加価値を高め、顧客満足度を向上さ
せたりする取り組み等が該当する。①の段階で
集めたデータを現実社会と接続し、有効なデー
タ利活用をすることが重要となる。
　最後のステップが「③DX」である。最終的な
目的は、ビジネスモデルや組織・企業文化など
を含めた創造・変革によって、自社の競争優位
を高めることにある。前段階で実施してきたデ
ジタル化（単純な省人化、自動化、効率化、最適
化）などはDXとは言い難い。社会の根本的な変
化に対して、既成概念の破壊を伴いながら新た
な価値を創出するための改革こそがDXなので
ある。

　この 3つのステップ
は、①→②→③の順に
進めていくことが前提
であり、裏を返せば、
①や②への地道な取り
組みがなければ、③の
実現はあり得ない。①
や②のフェーズは、個
社別の「点」としての取

①デジタイゼーション①デジタイゼーション
【　単純な自動化　】【　単純な自動化　】
・アナログデータを
  デジタル化
　　　　　　　　 など

・アナログデータを
  デジタル化
　　　　　　　　 など

②デジタライゼーション②デジタライゼーション
【　高度化　】【　高度化　】

・業務プロセスのデジタル　
  化による業務効率化や
  生産性向上　　　
・製品・サービスのデジタ
  ル化により付加価値を
  高めて顧客満足度向上
　　　　　　　　　 など

・業務プロセスのデジタル　
  化による業務効率化や
  生産性向上　　　
・製品・サービスのデジタ
  ル化により付加価値を
  高めて顧客満足度向上
　　　　　　　　　 など

③DX③DX
【　創造・変革　】【　創造・変革　】
・ビジネスモデルや
  企業文化などを変革し、
  自社の競争優位向上

・ビジネスモデルや
  企業文化などを変革し、
  自社の競争優位向上

図表１　DX実践の3ステップ
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り組みが中心である一方、③では変革が産業や
業界に広がり「面」となり得る。社会課題の解決
へつながっていくことが理想形であろう。

（4）�働き方改革にDXの視点を取り入れる
　　 メリット
　前述の DX 実現に向けての 3 つのステップ
は、①から順番に取り組む必要性を示した。な
お、①に取り掛かる際には、業務プロセスや働
き方などを見直すことで無駄を排除するほか、
既存の業務プロセスのデジタル化により置き
換えていくことが必要になる。そのため、働き
方改革と dx 推進を一体的に検討することは、
整合性があるといえる。
　また、働き方改革関連法の柱の一つである「長
時間労働の是正」への取り組みは、DX実現のた
めの①で行うべき作業と類似点が多い。働き方
改革を推進する際には、dx推進と併せて対応を
することで、双方の推進がスムーズになる可能
性が考えられる。さらに、働き方改革の推進は、
法令順守という側面を有する。そのため、デジ
タル化推進に単独で取り組むよりも、働き方改
革の推進とセットで扱う方が、その取り組みを
強化・補強しやすくなる。働き方改革も dxも、
双方の推進が一段加速するといった好循環が生
まれる可能性を秘めている。

2．DXの現状と課題

（1）DXの進捗状況
　経済産業省が「DXレポート」を公表し、DXと
いう言葉を見聞きするようになった 2018 年か
ら 4年が経過した。同レポートが警鐘を鳴らす
「2025 年の崖」を克服するために残された期間

は約 2年半と、目前に迫ってきている。現状、
DXはどの程度進んでいるのだろうか。
　日本情報システム・ユーザー協会の「企業 IT
動向調査報告書 2022」では、東証一部上場企
業（2021 年 9 月時点）とそれに準じる企業の約
4,500 社を対象にアンケート調査を実施してい
る。その結果、DXを推進できている企業は 4
社に 1社ほどの割合にとどまっていることが分
かった。一部上場企業でさえ、取り組んでいな
い企業が多いことがうかがえる（図表 2）。
　また、DXの推進状況は、経営戦略における IT
戦略との関係性で大きく左右されることが示さ
れており、経営戦略の実現に対する IT戦略のコ
ミットが高いほど、スピーディーなDX推進が

（注）次項より、以下の表記に統一する。
「DX」：�定義上の変革を伴うもの、および固有名詞や概

念としての使用
「dx」：�DX 実現に向けての視点や取り組み（①および

②の段階）

非常にそう思う そう思う

そう思わない 全くそう思わない

どちらともいえない

全体
（ｎ＝1125）

製造業
（ｎ＝453）

非製造業
（ｎ＝670）

（%）
0 20 40 60 80 100

20.5

3.0

1.3

23.1

16.6 35.8

32.9 31.0 13.2

33.1

30.9 29.7 13.3

2.3

13.2

図表２　DX推進状況

※調査対象は、東証一部上場企業とそれに準じる企業の計4,499社。
　2021年 9月10日から10月 27日の期間で実施。
資料：（一社）日本情報システム・ユーザー協会「企業 IT 動向調査報
　　　告書2022」

非常にそう思う そう思う

そう思わない 全くそう思わない

どちらともいえない

経営戦略を実現するために
IT 戦略は無くてはならない

（ｎ＝297）

経営戦略の一施策として
IT 戦略がある
（ｎ＝541）

経営戦略は IT 戦略以外の
戦略が重要となる

（ｎ＝151）

IT 戦略自体の検討が
なされていない
（ｎ＝133）

（%）
0 20 40 60 80 100

33.3 35.4 20.9

6.7 3.7

21.1 36.2 32.2 9.8

0.7

7.9 31.1 41.1 19.9

4.5

15.0 37.6 41.4

1.5

図表3　経営戦略と IT 戦略の関係性別　DX推進状況

※調査対象は、東証一部上場企業とそれに準じる企業の計4,499社。
　2021年 9月10日から10月 27日の期間で実施。
資料：（一社）日本情報システム・ユーザー協会「企業 IT 動向調査報
　　　告書2022」
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図れている（図表3）。さらに、先に述べたDXの
3ステップの各段階における取り組み実施状況
では、「①デジタイゼーション」の領域にはすで
に取り組んでおり、成果を実感している企業も
多い（図表 4）。一方で、「②デジタライゼーショ
ン」や「③DX」の領域に及ぶと、成果につながっ
ている企業は軒並み10％を割り込んでいる。取
り組みの方針を検討中または取り組みの予定の
ない企業割合も高くなっており、②・③の領域
はこれからの推進加速を期待したいところであ
る。
　このように、一部上場企業およびそれに準じ
る企業でさえ、DX実現までの道筋は明確では
ないように思われる。そのため、中小・零細企
業が多い徳島県での取り組み状況は、図表 2～
4で示した数値よりも低いと推測される。

（2）課題や障壁
　DXの実現は企業内のみならず、産業や業界
に変革をもたらし、ひいては日本経済にも好影
響を与えることが期待される。しかしながら、
現実的には推進状況は芳しくない。企業がデジ
タル化を進めるためには、以下のような課題・
障壁が考えられる。

•　�推進すべきと認識しつつも、自分事化が困難
　―�企業として「ありたい姿（DX実現時の姿）」
が不明確

　―�経営者のやる気・熱意が未成熟
　―�従業員への理解の浸透が図れない
•　�初めの一歩のハードルの高さ
　―�変化を嫌う（避ける）傾向
　―�投資ではなくコストとの認識
　―�必要性や利便性に対する疑問
•　�自社に合ったツール選定の困難さ
　―�業種や規模によって異なる状況
　―�パッケージ商品では対応しきれないケース
　―�不要な機能が多い（コスト高の要因）可能性
•　�（デジタル）人材不足
　―�旗振り役（リーダー）が不在
　―�実際に現場で使う人のスキル不足（リテラ
シーの格差）

　―�従業員の高齢化によりデジタル浸透が困難
　―�データ収集後の利活用のハードル
•　�多様な属人化した業務
　―�属人化した難易度の高い業務でデジタル化
すると、「質」の低下を招く

　―�高い（品）質を求められ、失敗が許されない
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図表4　DX推進の取組実施状況

※調査対象は、東証一部上場企業とそれに準じる企業の計4,499社。2021年 9月10日から10月 27日の期間で実施。
資料：（一社）日本情報システム・ユーザー協会「企業 IT 動向調査報告書2022」
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　多種多様な課題を解決し、障壁をなくしてい
く必要があるが、到底一筋縄ではいかないだろ
う。取り組む当事者が、そこまでする「価値」を
デジタイゼーションに見出せるか。また次のス
テップであるデジタライゼーション、さらには
DXにメリットを感じられるかが、重要な要素
である。デジタル化の視点だけではなく、働き
方改革とセットで計画し、複合的に推進するこ
とが打開策につながっていく。

（3）行政による支援
　これまで、働き方改革と dx を一体的に取り
組むことの重要性について言及してきた。これ
らの推進に対して、行政はサポート体制を整え
ている。例えば、取り組みを資金面から後押し
する各種助成金や、制度の内容などを浸透させ
るためのセミナー、無料相談窓口などさまざま
である。なお、この支援は「働き方改革」と「DX」
それぞれで活用できるため、幅広く情報収集を
する必要がある。
　行政内の連携については、一部に弱さがみら
れる。働き方改革については厚生労働省、デジ
タル化などDX関連について対企業は経済産業
省、対自治体は総務省が主管しており、縦割り
といわれる行政の組織構成が、省庁をまたぐ情
報の共有等を阻んでいるように思われる。働き
方改革も dx も、どちらも組織横断的に進めな
ければならない。横串の刺さった政策となるよ
う、行政が果たすべき役割は大きい。

3．県内企業の取組事例

　徳島県内で働き方改革を推進している企業の
中で、dxの視点をうまく取り入れている事例を
紹介する。

（1）阿波製紙株式会社
　阿波製紙株式会社（代表取締役社長・三木康弘
氏）は、徳島市に本社を置く、特殊紙・機能紙製
造メーカーである。

　同社は、第3次中期経営計画（2022年 3月期～
2024 年 3 月期）において、経営基盤の強化とし
て IT投資に 2億円を投じる計画で、DXによる
労働生産性の向上を目指し、DXプロジェクト
を立ち上げている（図表 5）。ホームページのリ
ニューアルやRPA※ 1 の活用、その他各種ツー
ル導入など、テーマごとに全 40 名ほどで推進し
ている。マーケティングの強化や時間外労働の
削減など、さまざまな効果を期待している。
　RPAに関しては、2015 年頃から検討を始め、
2019 年に導入開始している。導入前には、社
内説明会の開催や、担当者が説明のため各部署
を訪問するなど、従業員の理解を深めるよう努
めた。当初、経営管理部に限定したスモールス
タートでの展開が、4年ほどかけて全部署への
普及を実現した。単一の簡単な作業ではなく、
「データ収集→加工→記録→メールの送信」のよ
うな一連の業務をRPA化したことで、「1日 15
分程度の手間のかかる仕事」が減少することと
なった。RPAの導入により、月 156 時間、年間
では 1,875 時間の削減へとつながっている。削
減された時間の使い方は従業員に委ねられてお
り、主体的に効率化を進めていくことが求めら
れている。
　日々のメンテナンスや相談には、情報システ

図表５　DXによる労働生産性の向上

資料：阿波製紙㈱HP

※ 1）Robotic Process Automation （ロボティック・プ
ロセス・オートメーション）の略。パソコンで行う事
務作業をソフトウェアのロボットにより自動化するシ
ステム。
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ム課に在籍する従業員 2名で対応しており、企
業内に対応できる人材がいることが同社の強み
となっている。導入間もないころにはトラブル
等がみられたものの、定着すると RPAはなく
てはならない技術として受け入れられている。
導入時の担当者は「じっくりと検討する期間が
あったことが良かった」と振り返る。
　システムを導入する際のポイントは、課題が
先行し、それを解決するためにシステム導入を
行うという手順である。「システム導入でどうに
かならないか」というような不明確な動機で行
うと必ず失敗するため、課題ドリブンで進めな
ければならない。そしてその課題は「現場」にあ
り、ボトムアップを基本とする。導入に際して
は、現場の従業員がシステム導入後の業務の変
化等を「イメージできること」を重視している。
システム化することが課題解決の特効薬なので
はなく、地道な取り組みのもと成果が現れてい
る。
　また、テレワークも一部で取り入れている。す
べてを電子化するまでには至っていないため、
推進を加速させているところである。コロナ禍
を背景に、WEB会議が急速に普及し、採用活動
などもWEBが主流となっている。なくてはな
らないツールになっていることは間違いない。
　RPAなどに頼りすぎる弊害として、業務がプ
ログラム化されたことで、もともと行っていた
作業を誰も知らない、という事態が発生し得る
と前述の担当者は指摘する。何のために、なぜ

必要な業務であるのかを知らないのは、有事の
際に不都合が起こりやすい。またプログラムの
作成者が退職した場合は、ロジックを理解でき
る人がいなくなることも懸念されるため、引継
ぎ体制の整備が課題となっている。さらに、汎
用システムの導入により、現状のやり方や方針
では立ち行かない場合もあるという。仕事その
もののやり方を一変させないことには、本質的
なDX推進につながっていかないとの認識であ
り、仕事を変革するか、システムをカスタマイ
ズするか、その点に難しさがある。

（2）株式会社フジタ建設コンサルタント
　株式会社フジタ建設コンサルタント（代表取
締役・藤田達也氏）は、板野郡北島町に本社を置
く総合建設コンサルタントで、道路・橋梁・河
川・公園等の社会資本整備における調査・計画・
設計・測量等の技術サービスを提供している。
　同社は、長時間労働が常態化する業界のイ
メージの払拭や、従業員の健康確保を目的とし
た健康経営など、5年後・10 年後に向けた組織
体質の改善に取り組んでいる。経営者が年度初
めに全従業員に向けて発表する経営方針には、
経営者自らが働き方改革の必要性などを積極的
に取り入れ、リーダーから発信することを重要
としている。また、経営者と従業員の面談の機
会（年 2回）が設けられており、提案や要望を聞
くなど、風通しの良い風土の醸成が図られてい
る。

写真1　勤怠管理表

提供：㈱フジタ建設コンサルタント
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　会社が掲げている大きなテーマの一つである
「時間外労働の削減」については、デジタル化
を推進している。全従業員がさまざまな情報
や勤怠状況などを共有できるコミュニケーショ
ンツールを導入し、その中で残業時間やスケ
ジュールを見える化している。ここで重要なの
は、部署ごとではなく、全従業員を対象として
情報共有している点であり、社内の応援体制の
土台作りともなっている。これを利用すること
で横断的に従業員相互の関心が高まり、企業の
一体感が強化された。また、従業員自らが声を上
げ、できる範囲で他部署・他グループの応援を
申し出るという取り組みにもつながった。従業
員が問題点を提議し、会社側はその声を聞き流
すことなく従業員とともに解決策を模索し、実
践に移すところに大きな価値がある。急ぎで多
くの業務を抱えている従業員が前述のツールを
使用して「○月○日工期業務の○○か△△の作
業を手伝って欲しい」などのコメントを書き込
むと、補助可能な従業員が「○○の作業なら可能
です」というコメントを返す。その後は相互の部
署内で調整して互助チームができあがる。この
システムは業務量の平準化とともに、従業員同
士のコミュニケーションおよび協働力にもつな
がっている。見える化したことで一人ひとりが
現状を把握し、働き方を考えるきっかけとなっ
た。これにより、システム導入時には想定して
いなかった好循環が生まれた。
　テレワーク環境を整えるため、ノートパソコ

ン化も進めている。働く場所の柔軟性が高まり、
BCP※ 2 対策にもつながっている。またRPAを
担当する人員（2名体制）を設置し、従業員から
の「こんなことはできないか？」というニーズに
対応できるように日々取り組んでいる。このよ
うに、業務の効率化はシステム導入などのデジ
タル化によって、スムーズに動き出している。
　また同社は、育児・介護と仕事の両立支援や、
治療と仕事の両立支援にも力を入れている。総
務に窓口を設置し、従業員の困り事や悩みに対
して「何とか力になれないか」と、親身な姿勢で、
経験者の「もっと○○だったら良かった」という
ような体験談を基に、社労士等に相談しながら
従業員のアイデアも取り入れ、規程の見直しや
環境改善を模索して、これから育児・介護をす
る世代の働きやすさを創出するよう取り組んで
いる。もちろん、これらの規程には男女差はな
い。休暇制度の柔軟性も高く、法施行前から 1
時間単位の休暇取得を認め、使いやすさを重視
してきた。最近では、従業員の高齢化に伴い、
病気になっても治療しながら仕事を継続できる
よう、窓口となっている従業員が両立支援コー

※ 2）Business Continuity Plan（事業継続計画）の略。
企業が自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に
遭遇した場合において、事業資産の損害を最小限にと
どめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を
可能とするために、平常時に行うべき活動や緊急時に
おける事業継続のための方法、手段などを取り決めて
おく計画のこと。

写真2　互助スケジュール（左）と互助チャット（右）

提供：㈱フジタ建設コンサルタント
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ディネーターの資格を取得し、当人と医療機関
との橋渡しとなって「両立支援プラン」を作成し
ている。また、既存の有給休暇とは別に、年 5
日間（40 時間、1時間単位）取得可能な治療等休
暇制度を設け、リハビリや薬剤投与などを受け
やすくした。この休暇制度は不妊治療や妊婦健
診にも活用できるなど、社会が取り組もうとし
ている問題解決の先駆けといえる。このように、
少しずつ環境整備を行ってきたことが、人材確
保や離職防止にもつながっている。人手不足が
深刻化する中、働きたいのに退職せざるを得な
いケースをなくすために、会社として可能な支
援は惜しまない、従業員に寄り添う姿勢が見て
取れる。
　同社は、ワークとライフの支援を両輪で行い、
従業員から声が上がるたびに、企業としてでき
ることを模索している。この姿勢は、設立当初
から経営者が従業員の話しを聞き、従業員を大
切にしてきた企業風土が大きく関係しているも
のと思われる。従業員の声に耳を傾け、「会社に
なにができるか」「まずはやってみる」のが会社
の基礎となっている。

（3）株式会社マルハ物産
　株式会社マルハ物産（代表取締役社長・林正二
氏）は、板野郡松茂町に本社を置く、れんこんな
どの加工や販売を行う「れんこんの総合エキス
パート企業」である。
　同社は、2020 年度の設立 50 周年にあたり、
2018 年度から 3か年計画で「販売増加」「生産性
向上」「組織改革」に取り組んだ（図表 6）。本計
画の策定には、社会の変化に対する危機感が根
底にあり、全従業員が何らかのプロジェクトに
必ず参加している。ボトムアップで計画の推進
が求められる中、現場の声が重要な資源となっ
ている。
　生産性向上や時間外労働の対策として、れん
こんの切断加工機械を導入し、自動化を実現し
た。従来は手作業で行っており、均一に加工する
にはスキルも必要であった。機械化により、派

遣社員などの短期雇用者でも習得可能となった
ほか、作業時間の短縮による時間的なロスの削
減につながっている。その結果、1時間当たりの
加工計画の見通しが立つようになり、その後の
工程もスムーズに進めることができるなど、作
業全体で大きな効果を生んでいる。
　また、取引先と協議のうえ、商品規格の統廃合
や廃版を実施。同社は受注生産（フルオーダー）
による商品の細分化が顕著であり、時間外労働
の増加やコスト増加、生産性の低下などにつな
がっているという問題意識が出発点となってい
る。営業担当者が、代替案を提示しながら取引先
との交渉を重ね、理解を得ながら商品を集約し
ていった。既存の方針を大きく見直す決断であ
り、覚悟を伴う取り組みであったことがうかが
える。現在でも半年～ 1年での見直しが習慣化
しており、新たな規格商品にも対応し得るキャ
パシティを残すことに寄与している。そのほか、
調達計画の見直しなどにも並行して取り組み、
業務量の平準化を図ったり、生産部門のシステ
ム化を推進したりと、取組内容は多様である。
システム化については、現場の声を反映した形
でカスタマイズしながら運用している。実際に
使う人たち主導で検討が重ねられており、試行
錯誤しながら取り組んでいるようだ。
　組織改革では、経営理念と方針を刷新し、従
業員満足を組み込んだ。毎年実施している従業
員アンケートの結果は、良し悪しに関わらず従
業員へ開示することで見える化を図っている。

図表6　変革3つの柱

資料：㈱マルハ物産
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現在は、若年層に向けた取り組みを強化してお
り、将来を担っていく世代に投資している。さ
らに、生産部門での多能工化にも着手しており、
業務の集中に対応するような取り組みが習慣化
されてきている。部門横断的に情報共有する必
要性が高まり、生産部門・事務部門との連携が
密になったほか、作業工程のマニュアル化が進
むなど、好循環が生まれている。また、コミュ
ニケーション活性化を目的に、3か年計画の期
間中、サンクスカード制度を導入。期間後に上
がった若手従業員の継続の声を受け、現在は習
慣化した制度となっている。何気なく行ってい
たことに対し、サンクスカードを受け取ること
で、今まで認識していなかった仕事への価値を
見出すことに貢献している。この制度によって、
従業員同士が、良い意味でお互いを観察し、高
め合うきっかけとなっている。
　同社は、BCP 対策としてコロナ禍に先んじ
て Zoomを導入していたため、コロナ流行時の
混乱に大きく左右されることなく通常業務にも
WEB会議を活用する下地ができていた。そのた
め、在宅勤務への切り替え時にも大きな混乱は
なかったという。今では活用の幅が広がり、営
業では他部署との帯同が容易になったり、新人
教育のツールにしたりと、副次的な効果も生ま
れている。
　このように、3 か年計画に従業員が一丸と
なって取り組んだ結果、従業員全体の自分事化

が進み、主体的な従業員の育成につながった。
さらに、変化に対する柔軟性や、流動的な働き
方を受け入れる基盤となっている。成果が見え
てくるまでのプロセスにおいて、一人ひとりが
変化を実感しながら推進していったことに価値
があり、企業全体の成功体験として全従業員で
共有できているところが強みとなっている。

（4）事例に共通すること
　3社の取組事例から、共通する要素を以下に
まとめる。
•　�現場の声から課題を抽出・明確化→デジタ
ル化の技術選定・カスタマイズ

•　�自ら考える自発的な従業員／改善に対する
意欲高揚

•　�従業員を尊重する経営者の姿勢、デジタル
化に係る投資への理解

•　�最初からすべてに取り掛かろうとしない―
小さな成功の積み重ねで従業員の改善意欲
を維持

•　�従業員を巻き込んでの組織横断的な連携の
強化

　働き方改革および dx 推進に向け、これらの
要素の重要性は高く、取り組みを模索している
企業にとって、参考となるだろう。
　そのほか、dxに取り組むことで、3社とも営
業力や収益力の強化につなげている。具体的に
は、WEB会議の浸透による出張費等の削減、ス
ピーディーな顧客対応の実現、営業人員のスキ
ル向上、商品の品質向上などが挙げられる。こ
れらは、企業や商品、従業員の付加価値を高め、
取引先や顧客から選ばれる強みとなる。dx推進
によって競争力の強化につなげていくことは、
DXの本質への重要なプロセスである。
　また長時間労働の削減により、従業員の働き
やすさが向上したことに加え、企業にとっては
人件費の削減につながり、双方にとってメリッ
トが大きい。このところのエネルギー価格や原
材料価格などの上昇は、経営努力だけでは手の
打ちようがない。そのため、dx推進により人件

写真3　主要商品

提供：㈱マルハ物産
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費やその他諸経費を圧縮することは、初期投資
以上の恩恵を享受できる可能性につながる。
　このように、dx推進は、企業や従業員にとっ
て、さらには取引先などのステークホルダーに
とっても、推進する意義は大きく、有益な手段
といえる。

おわりに

　デジタル技術の活用は、働き方改革を推進す
るための手段の一つである。それと同時に、dx
推進の第一歩（デジタイゼーション）に取り組
むことは、従業員の働き方にも影響を与えるこ
とであり、デジタル技術を実際に使う現場の価
値観の変容が不可欠である。X（トランスフォー
メーション）＝変革することは、ひいては企業
にとっても従業員にとっても「理想形」へ変容
させていくことである。dxについては、最初か
ら大きなことを始めるのではなく「まずはやっ
てみる」こと、そして何より、現場ファースト
で進め、そこには必ず経営者の高いコミットが
あることを基本としたい。
　VUCA（ブーカ）時代※3 といわれるほど社会
の変化が目まぐるしい現代、単独の取り組みで
課題解決に導くことは難しい。変化へのスピー
ディーな対応が求められるため、OODA（ウー
ダ）ループ※4 の思考法が注目されている。複雑

で高度化した課題を解決していくためには、さ
まざまな視点に立ち、複合的に対応することが
必須となっている。そのため、企業だけでは
なく従業員にも、考える力や知識などのブラッ
シュアップが求められる。変化を許容し、成長
につなげられる企業、従業員であることが望ま
れる。
　コロナ禍が、テレワークやWEB会議などの
急速な普及を後押ししたように、変化が起これ
ば、必ず何らかの対応に迫られる。今後予定さ
れている電子帳簿保存法の改正やインボイス
制度の導入などにより、足元ではデジタル化が
進むと推測する。しかし、変化が起こってから
ではなく、事前に潮流をつかむよう、問題意識
を持つことの重要性が高まっている。

※ 3）Volatility（変動性）、Uncertainty（不確実性）、
Complexity（複雑性）、Ambiguity（曖昧性）の４つ
の単語の頭文字を組み合わせた造語。先行きが不透明
で、予測が困難な状態であることを示す。

※4）Observe（観察）→Orient（状況判断）→Decide
（決定）→Action（行動）をループさせる思考法。必要
に応じて途中で前段階に戻したり、状況に応じて任意
の段階からループを再開したりすることが可能で、自
由度が高いことが特徴。


